
 

 

 

ＩＣＴ利活用に関する講演や、自治体の利活用事例の発表・実演等を行います！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴセミナー（名古屋会場） 
～ ＩＣＴ利活用の普及を目指して ～ 

◆ 日 時 ・ 場 所 ◆ 平成２１年１１月６日（金） １３：００～１５：５０ 

愛知県産業労働センター（ウインクあいち） １０階 １００１大会議室

（名古屋駅より徒歩約２分、http://www.winc-aichi.jp/access/） 

 

 

１２：３０  開場（受付開始） 

１３：００～１３：１０  開会、主催挨拶 
 

１３：１０～１４：００  基調講演 

演 題  「地域社会におけるＩＣＴの利活用 ～人々のつながりを守り育てるために～」 

講 師  東海大学政治経済学部政治学科 准教授  小林 隆 氏 

講演概要 
経済に価値を置く開発と成長の時代は、環境に価値を置く縮減と持続の時代に変わろうとしています。

ＩＣＴ（Information and Communication Technology）は、農業技術、工業技術に続く大切な第３の技

術です。この技術を利用して、人々のつながりを失うことなく、少子高齢化による人口減少時代を生き

抜く地域社会を創造する方法と課題について論じます。 

 

１４：００～１４：４０  事例発表１ 

岐阜県加茂郡東白川村「国産材利用向上による地域経済振興事業」 

演 題  「地域課題をＩＣＴで解決する試み」 

講 師  東白川村 総務課情報通信係長  桂川 憲生 氏  

     ＶＩＳＨ株式会社 代表取締役  藤井 恵 氏 

発表概要 
国産材を利用した住宅建築をすすめることにより地域経済を活性化させることを目的とした事業で

す。注文主の中心は５０～６０歳代から３０～４０歳代に移り、建築関連情報の入手方法はインターネ

ットが主流になりました。本事業では、エンドユーザーが、インターネット上で瞬時に建築費を知るこ

とができるシステムを整備し、地方の工務店や建築家が集まることを強みに変え、価格面、デザイン面、

建築工程、アフターサービスまで、新しいスキームを提供します。 

 

１４：４０～１５：１０  展示・実演（休憩） 
東白川村：ウェブ上で国産材住宅の概算建築費をリアルタイムに算出するシステム 

磐田市：総合防災情報システムの実施イメージ、磐田市河川情報システムの展示 

 

１５：１０～１５：５０  事例発表２ 

静岡県磐田市「ＩＣＴを活用した地域防災体制強化モデル事業」 

演 題  「ＩＣＴを活用した地域防災体制強化モデル事業」 

講 師  磐田市 総務部防災対策課 防災監兼課長  大石 一博 氏 

発表概要 
磐田市では、市民・行政が一体となった地域防災体制の確立を目指して、平成 19 年度にその基盤とな

る総合防災情報システムを導入し、その後もシステム構成の充実を図っています。また、これらの「情

報システム」と「人・組織」を有機的に結びつけるため、市民や行政、災害ボランティアなど情報を利

活用する人の育成・強化、情報の収集・伝達・共有などの仕組みづくりにも取り組み、協働による地域

防災力の向上を目指したモデル事業を推進しています。 

 

１５：５０  閉会 

◆ 内 容 ◆ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

◆対象者・定員・参加費◆ 

◆お申込み方法◆ 

◆お問い合わせ先◆ 

情報通信施策部門に携わる自治体職員、情報通信システム関係事業者、ＩＣＴを利活用し

た地域活性化に関心のある一般の方。 

定員１００名（参加費無料 申込先着順 定員になり次第締め切ります） 

１１月４日（水）までに会社名(団体名)、氏名、連絡先電話番号を記入して、E-mail

（tokai-seminar@soumu.go.jp）又はＦＡＸ（052-971-3581）でお申し込みください。 
 

※定員内でのお申込みの方には特に御連絡いたしませんので、当日は直接会場にお越しください。 

※中止など万一の場合は、当局ホームページ（http://www.soumu.go.jp/soutsu/tokai/）でもお知らせい

たします。 

※お申込みの際にお知らせいただいた個人情報は、当該セミナーへの参加集約にのみ使用し、セミナー

終了後に廃棄します。 

総務省 東海総合通信局 情報通信振興課 

電 話：０５２－９７１－９４０４ 

ＦＡＸ：０５２－９７１－３５８１ 

セミナー受付用 E-mail： tokai-seminar@soumu.go.jp 

ホームページ： http://www.soumu.go.jp/soutsu/tokai/ 

ＩＣＴセミナー（名古屋会場） 平成２１年１１月６日開催 

          お申込み日  平成２１年   月   日

会社名（団体名）：                            

氏     名 ：                            

連絡先電話番号 ：                            

◆ 主 催 ◆ 総務省 

 

総務省では、地域が抱える「地域経済の活性化」、「少子高齢化への対応」、「地域コミュニティの再

生」、「安心・安全の確保」などのさまざまな課題について、ＩＣＴを通じて解決するための仕組み作

りを行う地方公共団体の取組に対し、事業として委託する「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」を実

施しています。  

本セミナーは、ＩＣＴ利活用に関する基調講演をはじめ、本事業の受託団体による事例発表及び展

示・実演を行うことにより、本事業で得られた成果を全国に普及することを目的に開催するものです。 

◆ 開 催 趣 旨 ◆ 

◆会場へのアクセス◆ 

会場の愛知県産業労働センター（ウインクあいち）は、名古屋駅（ＪＲ・地下鉄・

名鉄・近鉄）より徒歩約２分です。 
※詳細は会場ホームページ（http://www.winc-aichi.jp/access/）を御覧ください。 

（愛知県名古屋市中村区名駅四丁目４－３８） 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 施策の概要 
 

地域が抱える諸課題に対処するため、「地域ＩＣＴ利活用モデル」（情報通信シス

テムの企画・設計・開発、継続的運用及びそれに必要な体制づくり等ＩＣＴを利活

用した課題解決のための一連の取組）の構築・運用を地方公共団体に委託する。 

  委託先は、成果物として①成果報告書、②システム設計書、③成果検証データ等

を総務省に提出し、総務省はその成果物を広く他の団体に周知・提供することによ

り、「地域ＩＣＴ利活用モデル」の全国展開を促進する。 

  平成２１年度においては、地方再生に資するテーマ（安心・安全、遠隔医療など）

について平成１９年度及び平成２０年度からの継続案件を実施する。併せて、「地

域ＩＣＴ利活用モデル」の全国展開のため、前年度に引き続き、普及促進活動等を

実施するとともに、独自に実績を上げているＩＣＴ利活用事業のビジネスモデル・

ノウハウ等の成果の普及展開を促す。 

 
２ イメージ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域経済の活性化や少子高齢化への対応、地域コミュニティの再生

や安心・安全の確保等、地域の具体的提案に基づき設定された課題に

ついて、ＩＣＴの利活用を通じてその解決を促進するための取組を委

託事業として実施することにより、地域のユビキタスネット化とその

成果を踏まえたＩＣＴ利活用の普及促進を図る。 

地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業 
 

地方公共団体
・地域の情報化政策を総合的に展開 等

地域産業
・ベンチャー育成
・雇用確保 等

医療・福祉機関

・地域医療

・福祉の充実 等

ﾗｲﾌﾗｲﾝ機関
・地域の安全性の向上

等

教育機関
・教育の高度化
・人材育成 等

地域住民
地元企業

ＮＰＯ・ボランティア

地域におけるICT利活用モデルの構築

総 務 省

委 託

全 国 的 な 利 用

ICTにより多様な主体が連
携し、地域が抱える分野横
断的・複合的な課題を解決

地域ユビキタスネット社会の実現

日本全体のユビキタスネット化

各地域及び国の抱える諸課題の解決

地方公共団体
・地域の情報化政策を総合的に展開 等

地域産業
・ベンチャー育成
・雇用確保 等

医療・福祉機関

・地域医療

・福祉の充実 等

ﾗｲﾌﾗｲﾝ機関
・地域の安全性の向上

等

教育機関
・教育の高度化
・人材育成 等

地域住民
地元企業

ＮＰＯ・ボランティア

地域におけるICT利活用モデルの構築

総 務 省

委 託

全 国 的 な 利 用

ICTにより多様な主体が連
携し、地域が抱える分野横
断的・複合的な課題を解決

地域ユビキタスネット社会の実現

日本全体のユビキタスネット化

各地域及び国の抱える諸課題の解決

資料 
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事例発表団体の「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」実施概要 
 

１） 国産材利用向上による地域経済振興事業

ロ
グ
イ
ン

（
会
員
登
録
）

比較検討

国産材利用を
イメージ

インターネット

フリーアクセス状態

ログイン保持状
態

間取り入力

概算建築費

国産材利用向上による地域経済振興システム

契
約

営業状態

契約状態

住宅建築契約

ユーザー

施主 工務店

詳細設計情報
構造計算情報
デザイン監修情報

国産材の魅力や機能を紹介
透明性の高い設計積算思想の紹介
施工体制や施工技術を紹介
クレーム対応やメンテナンス情報

検討状態

遊び感覚状態

契約状態

メ

ー

カ

ー

住
宅

データ更新端末

データベースサーバ

インターネットサーバ

モデム

インターネット配信
セキュリティ

間取り描画システム
概算建築費算出システム
モデルハウスの提示
設計やデザインの提供
国産材の魅力や機能を紹介
透明性の高い設計積算思想の紹介
施工体制や施工技術の紹介
クレーム対応やメンテナンス情報

新規素材の入力
国産材の価格動向による単価修正
法令更改による施工運用の変更
新規モデルハウスの追加

故障検知
遠隔メンテナンス

国産材利用向上による地域経済振興事業協議会

経営コンサルティング

村出身の起業家

東白川村総務課及び産業建設課

東白川木造建築協同組合

東白川村森林組合

東白川村商工会

東白川製材協同組合

東白川村

１）システム開発内
容検討

２）システム運営方
策検討

３）活用展開を計画、
監修

国

産

材

住

宅

○実施体制・システム全体図
２０年度整備＝青字

２１年度整備＝赤字

村の主要産業である森林資源を利用した住宅建築の低迷による地域格差の拡大に対し、ＩＣＴを活用して国産材を利用した住宅建築の
受注に結びつける国産材利用向上による地域経済振興システムを整備する。

岐阜県東白川村

■国産材利用向上による地域経済振興システム

ウェブサイト上で国産材住宅の魅力を素材からモデルハウスまで幅広く情報提供するとともに、自由に間取りを描き、描いた間取りの住宅の概算建築費をリアルタイ
ムで表示することで、これまで国産材に関する情報を提供することができなかった住宅建築希望者に、国産材を使った住宅建築をイメージさせることができる。
また、具体的な検討に入った住宅建築希望者に、設計士・工務店との意見交換が出来る機能を提供することで住宅受注に結びつけることができる。

 
 

２） ＩＣＴを活用した地域防災体制強化モデル事業 静岡県磐田市

平成19、20年度のモデル事業活動を通じて明らかになった導入システム機能と実運用とのギャップを改善して、

「人・組織」と「情報システム」を有機的に結びつけ、市民と行政の協働による地域防災体制を確立・強化する。

■磐田市総合防災情報システム

平成19年度に導入したパッケージシステムを、
地域防災訓練や操作訓練等で繰り返し評価・
検証し、「市の運用実態にあっていない」「運用
上支障がある」点に絞って改修し、災害時に真
に力を発揮できるシステムを実現する。

■地域ＳＮＳシステム

平成20年度に導入する地域SNSパッケージ
システムを地域防災訓練を通じて、災害現場
で有用なコミュニティ機能を実現し、迅速かつ
正確に被災状況の共有、要請、相互連絡等を
行う。

■河川水位監視システムとの機能連携

危険・重要地域に設置されている水位計、雨
量計をネットワークシステムと連携させ、住民へ
の迅速な情報提供と、危険地域の管理の一元
化により、災害発生時の被害の予防、抑制を図
る。

災害時に、迅速かつ正確に
相互情報伝達を行うための
仕組みの実現

・磐田市地域SNSシステム

災害対策支部

避難所医療救護所
医療救護所

災害対策支部

○○地区の被害が大きい！

○○支部支援班に応援部隊
○名直ちに派遣せよ！ 消防団を○○地区に

直ちに派遣するように！

○○地区の被害が大きい！

○○支部支援班に応援部隊
○名直ちに派遣せよ！ 消防団を○○地区に

直ちに派遣するように！

災害対策本部

避難所

磐田市総合防災情報システム

災害対策本部

災害対策支部

医療救護所 避難所

指示、要請
報告等

指示、要請
報告等

指示、要請
報告等

実際の災害時業務フロー

システム上の機能

ギ
ャ
ッ
プ
の
解
消

自主防災会
行政と自主防災会の

連携強化
自主防災会

現場訓練、懇話会
等を通じて、連携
業務フローを確立

市民

参加

安否確認
被災情報収集
救助、消火活動

・磐田市防災ホームページ
・磐田市河川情報
（河川水位監視システム）

迅速な防災関連情報の収集
河川氾濫危険、気象状況、
災害詳細情報の確認

NPO
ボランティア団体

各種支援活動
市民、自主防災会、ボ
ランティア団体、行政の
相互の情報共有

危険・重要地域の既設水位
計、雨量計との連携

磐田市地域防災
体制推進懇話会

・システム操作研修会
・防災担当者研修会

地域SNS運用検討会

○事業実施概要図

 
 
※平成２０年度事業の成果報告書は下記から閲覧できます。（ＰＤＦ形式） 
岐阜県加茂郡東白川村 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/pdf/080118_1_19.pdf 
静岡県磐田市 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/pdf/080118_1_20.pdf 


